
タクシー運転者の労働時間等の 

  

はじめに 

タクシー・ハイヤー運転者の労働条件の改善を図るため、労働大臣告示「自動車運転者の労

働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）が策定されています。以下はそのポイントです。 

改善基準告示は、自動車運転者の労働の実態を考慮し、拘束時間、休息期間等について基準

を定めています。 

始業時刻から終業時刻までの時間で、労働時間と休憩時間（仮眠時間を含む）の合計時間

をいいます。 

拘束時間・休息期間 ポイント 1

１ －   － 

（1）拘束時間は以下のとおりです 

勤務と次の勤務の間の時間で、睡眠時間を含む労働者の生活時間として、労働者にとって

全く自由な時間をいいます。 

※ 労働時間には、時間外労働時間と休日労働時間が含まれま

すので、その時間数・日数をできるだけ少なくして、改善基

準告示に定める拘束時間内の運行、休息期間の確保に努めて

下さい。 

（2）休息期間は以下のとおりです 

終業 

始業 

終業 

始業 

休息期間 
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休息期間 
休憩時間（仮眠時間を含む） 
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を含む。 

厚生労働省労働基準局 

改善基準のポイント



１箇月の拘束時間は２９９時間が限度です。 
なお、車庫待ち等の運転者の拘束時間は（３）のとおり。 

タクシーの日勤勤務者の拘束時間及び休息期間 ポイント 2

－   － ３ －   － ２ 

（1）１箇月の拘束時間は以下のとおりです 

① １日（始業時刻から起算して２４時間をいいます。以下同じ）の拘束時間は１３時間以内

を基本とし、これを延長する場合であっても１６時間が限度です。 

② １日の休息期間は継続８時間以上必要です。 

③ 拘束時間と休息期間は表裏一体のものであり、１日とは始業時刻から起算して２４時間

をいいますので、結局、１日（２４時間）＝拘束時間（１６時間以内）＋休息期間（８時間

以上）ということです（図１参照）。 

（2）１日の拘束時間と休息期間は以下のとおりです 

月 火 水 

８：００ ０：００ ６：００ ２１：００ ８：００ ０：００ ６：００ ２２：００ 

８：００ 

２４：００ 

１：００ ２１：００ ７：００ ９：００ 

８：００ 

始業 

始業 

始業 始業 終業 

終業 

終業 

拘束時間（１３） 拘束時間 拘束時間（１６） 休息期間（９） 休息期間（８） 

２４時間 

２４時間 

拘束時間１３時間 ○ 休息期間１１時間 ○ ○ 

休息期間８時間 ○ 拘束時間１６時間 ○ ○ 

休息期間８時間 ○ 拘束時間１７時間 × × 

休息期間７時間 × ※ 拘束時間１６時間 ○ × 

休息期間７時間 × 拘束時間１７時間 × × 

（図１）この図は、車庫待ち等の運転者の特例がないときのものです。 

（図２） 

① 車庫待ち等の運転者（顧客の需要に応ずるため常態として車庫等において待機する就労

形態のタクシー運転者）については、書面による労使協定（Ｐ７参照）を結ぶことにより、

１箇月の拘束時間を３２２時間まで延長することができます。 

 （労使協定で定める事項） 

 ・ 協定の適用対象者 

 ・ １箇月についての拘束時間の限度 

 ・ 協定の有効期間等 

 

② 車庫待ち等の運転者については、以下の要件の下に１日の拘束時間を２４時間まで延長す

ることができます。 

 ア 勤務終了後、継続２０時間以上の休息期間を与えること。 

 イ １日の拘束時間が１６時間を超える回数が１箇月について７回以内であること。 

 ウ １日の拘束時間が１８時間を超える場合には、夜間４時間以上の仮眠時間を与えること。 

（3）車庫待ち等の運転者に係る特例は以下のとおりです 

① １箇月の拘束時間が改善基準告示を満たしているかどうかは、１箇月間の各勤務の拘束時間（始業
時刻から終業時刻まで）をそのまま合計してチェックしてください。 

② １日の拘束時間が改善基準告示を満たしているかどうかは、始業時刻から起算した２４時間以内の拘
束時間によりチェックしてください。 

 
  図２に沿って具体的に示すと次のとおりになります。  
 ア 月曜日（始業時刻８：００からの２４時間）の拘束時間・休息期間 
  ・月曜日 始業 ８：００～終業２１：００ 
   火曜日 始業 ６：００～８：００ 
  ・月曜日 終業 ２１：００～翌６：００ 
 
 イ 火曜日（始業時刻６：００からの２４時間）の拘束時間・休息期間 
  ・火曜日  ６：００～２２：００             拘束時間 
  ・火曜日 ２２：００～翌６：００             休息期間 
 
  ※ 上記ア、イについては、共に改善基準告示を満たしていますが、アのように、翌日の始業時刻

  が早まっている場合（月曜日は始業時刻８：００だが、火曜日は始業時刻６：００）は、月曜日の始業時
  刻から２４時間以内に、火曜日の６：００～８：００の２時間も入れてカウントされますので、１日の拘束
  時間は、改善基準告示に定める原則１３時間ではなく、１５時間になることに注意してください。一
  方、火曜日は始業時刻が６：００ですので、始業時刻から２４時間内には（当然のことながら）
  ６：００～８：００の２時間はカウントされます。 

（4）拘束時間・休息期間の計算方法は以下のとおりです 

色をつけた部分は月曜日に始まる勤務の拘束時間と火曜日に始まる勤務の拘束時間が重なる時間帯 

１３時間 
２時間 
９時間 

 
 

１６時間 
８時間 

 

拘束時間　１５時間 

休息期間 

１６時間 
８時間 

９時間 

 図２に沿って具体的に示すと次のようになります。 
ア １箇月の拘束時間 
  １箇月間の各勤務の拘束時間（始業時刻から終業時刻まで）をそのまま合計 
  ・月曜日 始業８：００～終業２１：００    １３時間 
  ・火曜日 始業６：００～終業２２：００    １６時間 
  
   合計　　　　　　　　　　　　　　　　　時間 
  
 ※ １箇月間の各勤務の拘束時間の合計 Ａ 時間≦１箇月の拘束時間の限度であれば、改善基準
  告示を満たしています。 

Ａ 

※この場合、翌日の始業時刻が７：００とすると拘束時間が１６時間＋１時間＝１７時間となり、改善基準告示違反となりますのでご留意ください。 



１箇月の拘束時間は２９９時間が限度です。 
なお、車庫待ち等の運転者の拘束時間は（３）のとおり。 

タクシーの日勤勤務者の拘束時間及び休息期間 ポイント 2

－   － ３ －   － ２ 

（1）１箇月の拘束時間は以下のとおりです 

① １日（始業時刻から起算して２４時間をいいます。以下同じ）の拘束時間は１３時間以内

を基本とし、これを延長する場合であっても１６時間が限度です。 

② １日の休息期間は継続８時間以上必要です。 

③ 拘束時間と休息期間は表裏一体のものであり、１日とは始業時刻から起算して２４時間

をいいますので、結局、１日（２４時間）＝拘束時間（１６時間以内）＋休息期間（８時間

以上）ということです（図１参照）。 

（2）１日の拘束時間と休息期間は以下のとおりです 

月 火 水 

８：００ ０：００ ６：００ ２１：００ ８：００ ０：００ ６：００ ２２：００ 
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拘束時間１３時間 ○ 休息期間１１時間 ○ ○ 

休息期間８時間 ○ 拘束時間１６時間 ○ ○ 

休息期間８時間 ○ 拘束時間１７時間 × × 

休息期間７時間 × ※ 拘束時間１６時間 ○ × 

休息期間７時間 × 拘束時間１７時間 × × 

（図１）この図は、車庫待ち等の運転者の特例がないときのものです。 

（図２） 

① 車庫待ち等の運転者（顧客の需要に応ずるため常態として車庫等において待機する就労

形態のタクシー運転者）については、書面による労使協定（Ｐ７参照）を結ぶことにより、

１箇月の拘束時間を３２２時間まで延長することができます。 

 （労使協定で定める事項） 
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 ・ １箇月についての拘束時間の限度 

 ・ 協定の有効期間等 

 

② 車庫待ち等の運転者については、以下の要件の下に１日の拘束時間を２４時間まで延長す

ることができます。 

 ア 勤務終了後、継続２０時間以上の休息期間を与えること。 

 イ １日の拘束時間が１６時間を超える回数が１箇月について７回以内であること。 

 ウ １日の拘束時間が１８時間を超える場合には、夜間４時間以上の仮眠時間を与えること。 

（3）車庫待ち等の運転者に係る特例は以下のとおりです 

① １箇月の拘束時間が改善基準告示を満たしているかどうかは、１箇月間の各勤務の拘束時間（始業
時刻から終業時刻まで）をそのまま合計してチェックしてください。 

② １日の拘束時間が改善基準告示を満たしているかどうかは、始業時刻から起算した２４時間以内の拘
束時間によりチェックしてください。 

 
  図２に沿って具体的に示すと次のとおりになります。  
 ア 月曜日（始業時刻８：００からの２４時間）の拘束時間・休息期間 
  ・月曜日 始業 ８：００～終業２１：００ 
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  ・火曜日  ６：００～２２：００             拘束時間 
  ・火曜日 ２２：００～翌６：００             休息期間 
 
  ※ 上記ア、イについては、共に改善基準告示を満たしていますが、アのように、翌日の始業時刻

  が早まっている場合（月曜日は始業時刻８：００だが、火曜日は始業時刻６：００）は、月曜日の始業時
  刻から２４時間以内に、火曜日の６：００～８：００の２時間も入れてカウントされますので、１日の拘束
  時間は、改善基準告示に定める原則１３時間ではなく、１５時間になることに注意してください。一
  方、火曜日は始業時刻が６：００ですので、始業時刻から２４時間内には（当然のことながら）
  ６：００～８：００の２時間はカウントされます。 

（4）拘束時間・休息期間の計算方法は以下のとおりです 

色をつけた部分は月曜日に始まる勤務の拘束時間と火曜日に始まる勤務の拘束時間が重なる時間帯 

１３時間 
２時間 
９時間 

 
 

１６時間 
８時間 

 

拘束時間　１５時間 

休息期間 

１６時間 
８時間 

９時間 

 図２に沿って具体的に示すと次のようになります。 
ア １箇月の拘束時間 
  １箇月間の各勤務の拘束時間（始業時刻から終業時刻まで）をそのまま合計 
  ・月曜日 始業８：００～終業２１：００    １３時間 
  ・火曜日 始業６：００～終業２２：００    １６時間 
  
   合計　　　　　　　　　　　　　　　　　時間 
  
 ※ １箇月間の各勤務の拘束時間の合計 Ａ 時間≦１箇月の拘束時間の限度であれば、改善基準
  告示を満たしています。 
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※この場合、翌日の始業時刻が７：００とすると拘束時間が１６時間＋１時間＝１７時間となり、改善基準告示違反となりますのでご留意ください。 



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

２７０時間 ２７０時間 ２７０時間 ２７０時間 ２６７時間 ２６７時間 

（図３） 

（図４） 

（図５） 

（図６） 

８：００ ８：００ ０：００ ０：００ ４：００ ６：００ ５：００ ９：００ １１：００ １2：００ 

拘束時間２１時間 ○ 休息期間２７時間 ○ ○勤務例１ 

休息期間２１時間 ○ 拘束時間２２時間 × ×勤務例２ 

休息期間１９時間 × 拘束時間２１時間 ○ ×勤務例３ 

休息期間１９時間 × 拘束時間２５時間 × ×勤務例４ 

１日目 ２日目 ３日目 

＊この図は車庫待ち等の運転者の特例がないときのものです。 

１箇月の拘束時間（原則） 車庫待ち等の１箇月の拘束時間（特例） 

２６２時間 
２６２時間超 
 
２７０時間 

２８２時間 
２８２時間超 
 
２９０時間 

＋２０時間 

� � 

時間外労働及び休日労働の限度 ポイント 4

時間外労働及び休日労働は１日又は２暦日の拘束時間及び１箇月の拘束時間（日勤勤務者：

原則、１日１６時間、１箇月２９９時間、隔日勤務者：原則２暦日２１時間、１箇月２６２時間（書

面による労使協定がある場合は２７０時間））が限度です（図６参照）。 

なお、時間外労働及び休日労働を行う場合には、労働基準法第３６条第１項に基づく時間外

労働及び休日労働に関する協定届（Ｐ１０参照）を労働基準監督署へ届け出てください。 

（1）時間外労働及び休日労働の拘束時間の限度は以下のとおりです 

ハイヤーの運転者の時間外労働 ポイント 5
ハイヤーについては拘束時間や休息期間等の規制は適用されませんが、時間外労働に関し

ては、１箇月５０時間又は3箇月１４０時間及び１年間４５０時間の目安時間の範囲内で労使で協定

を締結する必要があります。 

休日労働は１箇月の拘束時間の限度内で２週間に１回が限度です。 

（2）休日労働の限度は以下のとおりです 

１５ 

１日 

各日の拘束時間 
累計の拘束時間 

２日 ３日 ４日 ５日 ６日 
（休日） 

２８日 ２９日 ３０日 

１４ 

１８ 

１６時間 

８時間 

１３ 

１５ １４ 

８ 

１７ 
１６ 

１１ 

１５ 
１５ 

１４ 
２９ 

１８ 
４７ 

１３ 
６０ 

１５ 
７５ 

１４ 
８９ 

８ 
２７１ 

１７ 
２８８ 

１６ 
３０４ 

色をつけた部分から休憩時 
間を引いた部分が時間外・ 
休日労働 

※この図は、１箇月の拘束時間が２９９時間で変形労働時間制が採用されていない場合のものです。 

※１１時間の時点で
月２９９時 間に達
しています。 

（最大拘束時間） 

（法定労働時間） 

１箇月の拘束時間は２６２時間が限度です。ただし、地域的事情その他の特別な事情（例え
ば顧客需要の状況等）がある場合において、書面による労使協定（Ｐ８参照）があるときは、
１年のうち６箇月までは、１箇月の拘束時間の限度を２７０時間まで延長することができます
（図３参照）。なお、車庫待ち等の運転者の拘束時間は（３）のとおり。 

タクシーの隔日勤務者の拘束時間及び休息期間 ポイント 3

－   － ５ －   － ４ 

（1）１箇月の拘束時間は以下のとおりです 

  ２暦日の拘束時間は２１時間以内とされています。また、勤務終了後、継続２０時間以上
の休息期間が必要です（図４参照）。なお、車庫待ち等の運転者の拘束時間は（３）のとおり。 

（2）２暦日の拘束時間と休息期間は以下のとおりです 

（3）車庫待ち等の運転者に係る特例は以下のとおりです 
① ２暦日の拘束時間の限度は、夜間４時間以上の仮眠時間を与えることにより、２４時間
まで延長することができます。ただし、労使協定（Ｐ９参照）により回数等を定める必要が
あります（１箇月について７回以内）。 

 （労使協定で定める事項） 
 ・ 協定の適用対象者 
 ・ １箇月について２暦日の拘束時間が２１時間を超える勤務の回数 
 ・ 当該協定の有効期間等 

② ①の場合に、１箇月の拘束時間の限度を２６２時間又は労使協定により２６２時間を超え
２７０時間以内で定めた時間に２０時間を加えた時間まで延長することができます（図５参
照）。 

（労使協定で定める事項） 
・ 協定の適用対象者 
・ １年間についての拘束時間が１箇月２６２時間を超える月及びその月の拘束時間 
・ 当該協定の有効期間 
・ 協定変更の手続等 

※   は２６２時間を 

 超える月 

２６２時間 

２７０時間 



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

２７０時間 ２７０時間 ２７０時間 ２７０時間 ２６７時間 ２６７時間 

（図３） 

（図４） 

（図５） 

（図６） 

８：００ ８：００ ０：００ ０：００ ４：００ ６：００ ５：００ ９：００ １１：００ １2：００ 

拘束時間２１時間 ○ 休息期間２７時間 ○ ○勤務例１ 

休息期間２１時間 ○ 拘束時間２２時間 × ×勤務例２ 

休息期間１９時間 × 拘束時間２１時間 ○ ×勤務例３ 

休息期間１９時間 × 拘束時間２５時間 × ×勤務例４ 

１日目 ２日目 ３日目 

＊この図は車庫待ち等の運転者の特例がないときのものです。 

１箇月の拘束時間（原則） 車庫待ち等の１箇月の拘束時間（特例） 

２６２時間 
２６２時間超 
 
２７０時間 

２８２時間 
２８２時間超 
 
２９０時間 

＋２０時間 

� � 
時間外労働及び休日労働の限度 ポイント 4

時間外労働及び休日労働は１日又は２暦日の拘束時間及び１箇月の拘束時間（日勤勤務者：

原則、１日１６時間、１箇月２９９時間、隔日勤務者：原則２暦日２１時間、１箇月２６２時間（書

面による労使協定がある場合は２７０時間））が限度です（図６参照）。 

なお、時間外労働及び休日労働を行う場合には、労働基準法第３６条第１項に基づく時間外

労働及び休日労働に関する協定届（Ｐ１０参照）を労働基準監督署へ届け出てください。 

（1）時間外労働及び休日労働の拘束時間の限度は以下のとおりです 

ハイヤーの運転者の時間外労働 ポイント 5
ハイヤーについては拘束時間や休息期間等の規制は適用されませんが、時間外労働に関し

ては、１箇月５０時間又は3箇月１４０時間及び１年間４５０時間の目安時間の範囲内で労使で協定

を締結する必要があります。 

休日労働は１箇月の拘束時間の限度内で２週間に１回が限度です。 

（2）休日労働の限度は以下のとおりです 

１５ 

１日 

各日の拘束時間 
累計の拘束時間 

２日 ３日 ４日 ５日 ６日 
（休日） 

２８日 ２９日 ３０日 

１４ 

１８ 

１６時間 

８時間 

１３ 

１５ １４ 

８ 

１７ 
１６ 

１１ 

１５ 
１５ 

１４ 
２９ 

１８ 
４７ 

１３ 
６０ 

１５ 
７５ 

１４ 
８９ 

８ 
２７１ 

１７ 
２８８ 

１６ 
３０４ 

色をつけた部分から休憩時 
間を引いた部分が時間外・ 
休日労働 

※この図は、１箇月の拘束時間が２９９時間で変形労働時間制が採用されていない場合のものです。 

※１１時間の時点で
月２９９時 間に達
しています。 

（最大拘束時間） 

（法定労働時間） 

１箇月の拘束時間は２６２時間が限度です。ただし、地域的事情その他の特別な事情（例え
ば顧客需要の状況等）がある場合において、書面による労使協定（Ｐ８参照）があるときは、
１年のうち６箇月までは、１箇月の拘束時間の限度を２７０時間まで延長することができます
（図３参照）。なお、車庫待ち等の運転者の拘束時間は（３）のとおり。 

タクシーの隔日勤務者の拘束時間及び休息期間 ポイント 3

－   － ５ －   － ４ 

（1）１箇月の拘束時間は以下のとおりです 

  ２暦日の拘束時間は２１時間以内とされています。また、勤務終了後、継続２０時間以上
の休息期間が必要です（図４参照）。なお、車庫待ち等の運転者の拘束時間は（３）のとおり。 

（2）２暦日の拘束時間と休息期間は以下のとおりです 

（3）車庫待ち等の運転者に係る特例は以下のとおりです 
① ２暦日の拘束時間の限度は、夜間４時間以上の仮眠時間を与えることにより、２４時間
まで延長することができます。ただし、労使協定（Ｐ９参照）により回数等を定める必要が
あります（１箇月について７回以内）。 

 （労使協定で定める事項） 
 ・ 協定の適用対象者 
 ・ １箇月について２暦日の拘束時間が２１時間を超える勤務の回数 
 ・ 当該協定の有効期間等 

② ①の場合に、１箇月の拘束時間の限度を２６２時間又は労使協定により２６２時間を超え
２７０時間以内で定めた時間に２０時間を加えた時間まで延長することができます（図５参
照）。 

（労使協定で定める事項） 
・ 協定の適用対象者 
・ １年間についての拘束時間が１箇月２６２時間を超える月及びその月の拘束時間 
・ 当該協定の有効期間 
・ 協定変更の手続等 

※   は２６２時間を 

 超える月 

２６２時間 

２７０時間 



歩合給制度が採用されている場合には、出来高がいつもより少なくても、労働時間に応じ一定の

賃金が得られるよう保障給を定めなければなりません。保障給は、各労働者が標準的能率で通常の

労働時間勤務した場合に得られると想定される賃金（通常の賃金）の６割以上とされています。 

賃金制度等に関する基準 ポイント 6

－   － ６ 

（1）保障給は以下のとおりです 

労働基準法附則第１３６条の規定に従い、年次有給休暇を取得したとき、不当に賃金額を減少

させてはいけません。 

（2）累進歩合制度は廃止してください 

（3）年次有給休暇の不利益取扱いは禁止されています 

運行記録計の活用等により、運転者個人ごとに労働時間を把握し、適正な労働時間管理を

行ってください。 

改善基準告示の詳細及び不明な点については、最寄りの都道府県労働局、労働基準監督

署にお問い合わせください。 

（4）労働時間の適正管理を行って下さい 

休日は、休息期間＋２４時間の連続した時間をいいます。 

すなわち、タクシーの日勤勤務者の休息期間は８時間以上確保されなければならないので、

休日は、「休息期間８時間＋２４時間＝３２時間」以上の連続した時間となります。隔日勤務者

の場合は、２０時間以上の休息期間が確保されなければならないので、休日は、「休息期間２０

時間＋２４時間＝４４時間」以上の連続した時間となります。よって、これらの時間数に達しな

いものは休日として取り扱われません（図７参照）。 

（5）休日の取扱いは以下のとおりです 

自動車運転者の賃金制度等の取扱いについては、次のとおりとすることとされています。 

１時間当たりの保障給＝ 
通常の賃金 

算定期間における通常の労働時間 
×０．６ 

累進歩合制度（トップ賞、奨励加給を含む）は廃止してください。 

拘束 休息 ２４時間 拘 束 

０：００ ８：００ ０：００ 

０：００ 

８：００ 

○ 

○ 

拘束 休息 ２２時間 拘 束 

０：００ 

× 

（図７） 

なお、２日続けて休日を与える場合は、２日目は、連続２４時間以上あれば差し支えありません。 

車庫待ち等の形態で日勤勤務を行う自動車運転者に
係る１箇月についての拘束時間に関する協定書（例） 

○○タクシー株式会社代表取締役○○○○と○○タクシー労働組合執行委員長○

○○○（○○タクシー株式会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準」第２条第１項第１号の規定に基づき、拘束時間に関し、

下記のとおり協定する。 

１ 本協定の適用対象者は、日勤勤務に就くタクシー運転者であって、かつ、顧客

の需要に応ずるため常態として営業所（又は○○駅）において待機する就労形態

のものとする。 

２ 上記１に該当する自動車運転者に係る１箇月についての拘束時間は、３１５時間

以内とする。 

３ この協定の有効期間は平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までとする。 

記 

平成２３年３月１２日 

○○タクシー労働組合執行委員長 ○○○○ 印 

（○○タクシー株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○タクシー株式会社代表取締役 ○○○○ 印 

－   － ７ 

〈日勤勤務者の場合〉 

拘 束 休 息 ２４時間 拘束 

０：００ ４：００ ８：００ 

８：００ 

０：００ 

× 

〈隔日勤務者の場合〉 

拘 束 ２２時間 休 息 拘束 

０：００ ４：００ ８：００ 

８：００ 

０：００ ２２：００ 

０：００ ６：００ ８：００ 

改善基準告示上、
休日として取り扱わ
れる時間 

改善基準告示上、
休日として取り扱わ
れる時間 



歩合給制度が採用されている場合には、出来高がいつもより少なくても、労働時間に応じ一定の

賃金が得られるよう保障給を定めなければなりません。保障給は、各労働者が標準的能率で通常の

労働時間勤務した場合に得られると想定される賃金（通常の賃金）の６割以上とされています。 

賃金制度等に関する基準 ポイント 6

－   － ６ 

（1）保障給は以下のとおりです 

労働基準法附則第１３６条の規定に従い、年次有給休暇を取得したとき、不当に賃金額を減少

させてはいけません。 

（2）累進歩合制度は廃止してください 

（3）年次有給休暇の不利益取扱いは禁止されています 

運行記録計の活用等により、運転者個人ごとに労働時間を把握し、適正な労働時間管理を

行ってください。 

改善基準告示の詳細及び不明な点については、最寄りの都道府県労働局、労働基準監督

署にお問い合わせください。 

（4）労働時間の適正管理を行って下さい 

休日は、休息期間＋２４時間の連続した時間をいいます。 

すなわち、タクシーの日勤勤務者の休息期間は８時間以上確保されなければならないので、

休日は、「休息期間８時間＋２４時間＝３２時間」以上の連続した時間となります。隔日勤務者

の場合は、２０時間以上の休息期間が確保されなければならないので、休日は、「休息期間２０

時間＋２４時間＝４４時間」以上の連続した時間となります。よって、これらの時間数に達しな

いものは休日として取り扱われません（図７参照）。 

（5）休日の取扱いは以下のとおりです 

自動車運転者の賃金制度等の取扱いについては、次のとおりとすることとされています。 

１時間当たりの保障給＝ 
通常の賃金 

算定期間における通常の労働時間 
×０．６ 

累進歩合制度（トップ賞、奨励加給を含む）は廃止してください。 

拘束 休息 ２４時間 拘 束 

０：００ ８：００ ０：００ 

０：００ 

８：００ 

○ 

○ 

拘束 休息 ２２時間 拘 束 

０：００ 

× 

（図７） 

なお、２日続けて休日を与える場合は、２日目は、連続２４時間以上あれば差し支えありません。 

車庫待ち等の形態で日勤勤務を行う自動車運転者に
係る１箇月についての拘束時間に関する協定書（例） 

○○タクシー株式会社代表取締役○○○○と○○タクシー労働組合執行委員長○

○○○（○○タクシー株式会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準」第２条第１項第１号の規定に基づき、拘束時間に関し、

下記のとおり協定する。 

１ 本協定の適用対象者は、日勤勤務に就くタクシー運転者であって、かつ、顧客

の需要に応ずるため常態として営業所（又は○○駅）において待機する就労形態

のものとする。 

２ 上記１に該当する自動車運転者に係る１箇月についての拘束時間は、３１５時間

以内とする。 

３ この協定の有効期間は平成 年４月１日から平成 年３月３１日までとする。 

記 

平成 年３月 日 

○○タクシー労働組合執行委員長 ○○○○ 印 

（○○タクシー株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○タクシー株式会社代表取締役 ○○○○ 印 

－   － ７ 

〈日勤勤務者の場合〉 

拘 束 休 息 ２４時間 拘束 

０：００ ４：００ ８：００ 

８：００ 

０：００ 

× 

〈隔日勤務者の場合〉 

拘 束 ２２時間 休 息 拘束 

０：００ ４：００ ８：００ 

８：００ 

０：００ ２２：００ 

０：００ ６：００ ８：００ 

改善基準告示上、
休日として取り扱わ
れる時間 

改善基準告示上、
休日として取り扱わ
れる時間 
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車庫待ち等の形態で隔日勤務を行う自動車運転者に
係る拘束時間が21時間を超える勤務の回数に関する
協定書（例） 

○○タクシー株式会社代表取締役○○○○と○○タクシー労働組合執行委員長○

○○○（○○タクシー株式会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準」第２条第２項ただし書きの規定に基づき、拘束時間２１

時間を超える勤務の回数に関し、下記のとおり協定する。 

１ 本協定の適用対象者は、隔日勤務に就くタクシー運転者であって、かつ、顧客

の需要に応ずるため常態として営業所（又は○○駅）において待機する就労形態

のものとする。 

２ 上記１に該当する自動車運転者に２暦日についての拘束時間が２１時間を超える

勤務の回数は、１箇月について５回以内とする。 

３ この協定の有効期間は平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までとする。 

記 

平成２３年３月１２日 

○○タクシー労働組合執行委員長 ○○○○ 印 

（○○タクシー株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○タクシー株式会社代表取締役 ○○○○ 印 

隔日勤 務を行う自動 車 運 転 者に係る1 箇月に  
ついての拘束時間の延長に関する協定書（例） 

○○タクシー株式会社代表取締役○○○○と○○タクシー労働組合執行委員長○

○○○（○○タクシー株式会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準」第２条第２項第１号の規定に基づき、拘束時間に関し、

下記のとおり協定する。 

１ 本協定の適用対象者は、隔日勤務に就くタクシー運転者とする。 

２ 本協定により拘束時間を延長する月は、４月（該当月１日から１箇月間をいう。

以下同じ。）、６月、７月、１２月、１月及び３月とし、その１箇月の拘束時間は４

月は２７０時間、６月は２７０時間、７月は２６７時間、１２月は２６７時間、１月は２７０時間、

３月２７０時間とするものとする。 

３ 本協定の有効期間は平成 年４月１日から平成 年３年３１日までとする。 

４ 本協定に定める事項について変更する必要が生じた場合は、１４日前までに協議

を行い、変更を行うものとする。 

記 

平成 年３月 日 

○○タクシー労働組合執行委員長 ○○○○ 印 

（○○タクシー株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○タクシー株式会社代表取締役 ○○○○ 印 

－   － ９ －   － 8
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車庫待ち等の形態で隔日勤務を行う自動車運転者に
係る拘束時間が21時間を超える勤務の回数に関する
協定書（例） 

○○タクシー株式会社代表取締役○○○○と○○タクシー労働組合執行委員長○

○○○（○○タクシー株式会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準」第２条第２項ただし書きの規定に基づき、拘束時間２１

時間を超える勤務の回数に関し、下記のとおり協定する。 

１ 本協定の適用対象者は、隔日勤務に就くタクシー運転者であって、かつ、顧客

の需要に応ずるため常態として営業所（又は○○駅）において待機する就労形態

のものとする。 

２ 上記１に該当する自動車運転者に２暦日についての拘束時間が２１時間を超える

勤務の回数は、１箇月について５回以内とする。 

３ この協定の有効期間は平成 年４月１日から平成 年３月３１日までとする。 

記 

平成 年３月 日 

○○タクシー労働組合執行委員長 ○○○○ 印 

（○○タクシー株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○タクシー株式会社代表取締役 ○○○○ 印 

隔日勤 務を行う自動 車 運 転 者に係る1 箇月に  
ついての拘束時間の延長に関する協定書（例） 

○○タクシー株式会社代表取締役○○○○と○○タクシー労働組合執行委員長○

○○○（○○タクシー株式会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準」第２条第２項第１号の規定に基づき、拘束時間に関し、

下記のとおり協定する。 

１ 本協定の適用対象者は、隔日勤務に就くタクシー運転者とする。 

２ 本協定により拘束時間を延長する月は、４月（該当月１日から１箇月間をいう。

以下同じ。）、６月、７月、１２月、１月及び３月とし、その１箇月の拘束時間は４

月は２７０時間、６月は２７０時間、７月は２６７時間、１２月は２６７時間、１月は２７０時間、

３月２７０時間とするものとする。 

３ 本協定の有効期間は平成２３年４月１日から平成２４年３年３１日までとする。 

４ 本協定に定める事項について変更する必要が生じた場合は、１４日前までに協議

を行い、変更を行うものとする。 

記 

平成２３年３月１２日 

○○タクシー労働組合執行委員長 ○○○○ 印 

（○○タクシー株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○タクシー株式会社代表取締役 ○○○○ 印 

－   － ９ －   － ８ 
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－   － １１ －   － １０ 

（別 添） 

時間外労働及び休日労働に関する協定書（例） 

 ○○タクシー株式会社代表取締役○○○○（以下「甲」という。）と○○タクシー労働組合執行

委員長○○○○（○○タクシー株式会社労働者代表○○○）は、労働基準法第３６条第１項の規定に

基づき、労働基準法に定める法定労働時間（１週４０時間、１日８時間）並びに変形労働時間制の定めに

よる所定労働時間を超えた労働時間で、かつ１日８時間、１週４０時間の法定労働時間又は変形期間の法

定労働時間の総枠を超える労働（以下「時間外労働」という。）及び労働基準法に定める休日（毎

週１日又は４週４日）における労働（以下「休日労働」という。）に関し、次のとおり協定する。 

第１条 甲は、時間外労働及び休日労働を可能な限り行わせないよう努める。 

第２条 甲は、就業規則第○○条の規定に基づき、必要がある場合には、次により時間外労働を行

 わせることができる。 

時 間 外 労 働 を さ せ

る 必 要 の あ る 具 体

的事由 

従 事 す
る 労 働
者数 
（ 満１８
歳 以 上
の者） 

業 務 の 種 類  
１ 日  

期 間  
１日を超える一定
の 期 間（ 起 算日） 

延長することができる時間 

①   下 記 ② に 該
当 し な い 労 働
者 

② １年単位の
変 形 労 働 時 間
制 に よ り 労 働
する労働者 

季節的繁忙及び顧客
の需要に応ずるため 

事故その他業務上の
必要に応ずるため 

毎月の精算事務のた
め 

事故その他業務上の
必要に応ずるため 

毎月の精算事務のた
め 

季節的繁忙及び顧客
の需要に応ずるため 

自動車運転者 

自動車整備士 

運 行 管 理 者  

経 理 事 務 員  

自動車運転者 

自動車整備士 

運 行 管 理 者  

経 理 事 務 員  

１箇月 
（４月１日） 

１ 年  
（４月１日） 

平成２３
年 ４ 月
１ 日 か
ら 平 成
２４年３
月３１日
まで 

平成２３
年 ４ 月
１ 日 か
ら 平 成
２４年３
月３１日
まで 

３０ 
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６ 
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６ 
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３２０ 

３２０ 

２８０ 

２ 自動車運転者については、前項の規定により時間外労働を行わせることによって「自動車運転者
の労働時間等の改善のための基準」（以下「改善基準告示」という。）に定める１箇月についての
拘束時間及び１日についての最大拘束時間の限度を超えることとなる場合においては、当該拘
束時間の限度をもって、前項の時間外労働時間の限度とする。 
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－   － １１ －   － １０ 

（別 添） 

時間外労働及び休日労働に関する協定書（例） 

 ○○タクシー株式会社代表取締役○○○○（以下「甲」という。）と○○タクシー労働組合執行

委員長○○○○（○○タクシー株式会社労働者代表○○○）は、労働基準法第３６条第１項の規定に

基づき、労働基準法に定める法定労働時間（１週４０時間、１日８時間）並びに変形労働時間制の定めに

よる所定労働時間を超えた労働時間で、かつ１日８時間、１週４０時間の法定労働時間又は変形期間の法

定労働時間の総枠を超える労働（以下「時間外労働」という。）及び労働基準法に定める休日（毎

週１日又は４週４日）における労働（以下「休日労働」という。）に関し、次のとおり協定する。 

第１条 甲は、時間外労働及び休日労働を可能な限り行わせないよう努める。 

第２条 甲は、就業規則第○○条の規定に基づき、必要がある場合には、次により時間外労働を行

 わせることができる。 

時 間 外 労 働 を さ せ

る 必 要 の あ る 具 体

的事由 

従 事 す
る 労 働
者数 
（ 満１８
歳 以 上
の者） 

業 務 の 種 類  
１ 日  

期 間  
１日を超える一定
の 期 間（ 起 算日） 

延長することができる時間 

①   下 記 ② に 該
当 し な い 労 働
者 

② １年単位の
変 形 労 働 時 間
制 に よ り 労 働
する労働者 

季節的繁忙及び顧客
の需要に応ずるため 

事故その他業務上の
必要に応ずるため 

毎月の精算事務のた
め 

事故その他業務上の
必要に応ずるため 

毎月の精算事務のた
め 

季節的繁忙及び顧客
の需要に応ずるため 

自動車運転者 

自動車整備士 

運 行 管 理 者  

経 理 事 務 員  

自動車運転者 

自動車整備士 

運 行 管 理 者  

経 理 事 務 員  

１箇月 
（４月１日） 

１ 年  
（４月１日） 

平成２
年 ４ 月
１ 日 か
ら 平 成
２ 年３
月３１日
まで 

平成２
年 ４ 月
１ 日 か
ら 平 成
２ 年３
月３１日
まで 

３０ 
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２８０ 

２ 自動車運転者については、前項の規定により時間外労働を行わせることによって「自動車運転者
の労働時間等の改善のための基準」（以下「改善基準告示」という。）に定める１箇月についての
拘束時間及び１日についての最大拘束時間の限度を超えることとなる場合においては、当該拘
束時間の限度をもって、前項の時間外労働時間の限度とする。 
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タクシー運転者の労働時間等の 

改善基準のポイント 改善基準のポイント 

はじめに 

タクシー・ハイヤー運転者の労働条件の改善を図るため、労働大臣告示「自動車運転者の労

働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）が策定されています。以下はそのポイントです。 

改善基準告示は、自動車運転者の労働の実態を考慮し、拘束時間、休息期間等について基準

を定めています。 

始業時刻から終業時刻までの時間で、労働時間と休憩時間（仮眠時間を含む）の合計時間

をいいます。 

拘束時間・休息期間 ポイント 1

１ －   － －   － １２ 

（1）拘束時間は以下のとおりです 

勤務と次の勤務の間の時間で、睡眠時間を含む労働者の生活時間として、労働者にとって

全く自由な時間をいいます。 

※ 労働時間には、時間外労働時間と休日労働時間が含まれま

すので、その時間数・日数をできるだけ少なくして、改善基

準告示に定める拘束時間内の運行、休息期間の確保に努めて

下さい。 

（2）休息期間は以下のとおりです 

終業 

始業 

終業 

始業 

休息期間 

拘束時間 

休息期間 
休憩時間（仮眠時間を含む） 

作業時間（運転・整備等） 

手待ち時間（客待ち等） 

労働時間 

時間外労働時間 
休 日 労 働 時 間  
を含む。 

第３条 甲は、就業規則第○○条の規定に基づき、必要のある場合には、次により休日行動を行わせ

ることができる。 

２ 自動車運転者については、前項の規定により休日労働を行わせることによって、改善基準告示に

定める１箇月についての拘束時間及び１日についての最大拘束時間の限度を超えることとなる場合

においては、当該拘束時間の限度をもって、前項の休日労働の限度とする。 

第４条 甲は、時間外労働を行わせる場合は、原則として、前日の終業時刻までに該当労働者に通知

する。また、休日労働を行わせる場合は、原則として、２日前の終業時刻までに該当労働者に通知

する。 

第５条 第２条の表における１箇月及び１年の起算日並びに第３条の表における２週及び４週の起算

日はいずれも平成 年４月１日とする。 

２ 本協定の有効期間は、平成 年４月１日から平成 年３月３１日までとする。 

 

   平成 年３月 日 

休日労働をさせ
る必要のある具
体的事由 

業務の

種 類  

自動車 

運転者 

自動車 
整備士 

運 行  
管理者 

経 理  
事務員 

期 間  
従事する労働者数 

（満１８歳以上の者） 

労 働させることが できる休日並  

びに始業及び終業の時刻 

事故その他業務
上の必要に応ず
るため 

毎月の精算事務
のため 

季節的繁忙及び

顧客の需要に応

ずるため 

・法定休日のうち、２週を通
じ１回 
・始業及び終業時刻は、あらか
じめ勤務割表で定められた始
業及び終業の時刻とする。 

・法定休日のうち、４週を通
じ２回 
・始業時刻　　午前８時 
・終業時刻　　午後５時 

４２ 

１４ 

１４ 

１４ 

平成 年
４月１日
から平成
年３月

３１日まで 

平成 年
４月１日
から平成
年３月

３１日まで 

○○タクシー労働組合 

執行委員長 ○○○○ 印 

○○タクシー株式会社 

労働者代表 ○○○○ 印 

○○タクシー株式会社 

代表取締役 ○○○○ 印 

（Ｈ23．3） 

厚生労働省労働基準局 

25.1
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25

25

26

26
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